
 

（様式１－３） 

いわき市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和２年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 22 事業名 災害公営住宅整備事業（久之浜） 事業番号 D－4－1 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 5,303,907（千円） 全体事業費 3,383,010（千円） 

事業概要 

災害公営住宅は、災害により住宅を失い個人で住宅を再建することが困難な被災者に対し安定した生活

を確保してもらうために自治体が提供する公営住宅であり、生活再建を支援する観点から災害公営住宅を

整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：200 戸 

 整備箇所：いわき市久之浜町久之浜字川田地内 

 整備手法：建設（200 戸） 

 建設する建物の構造：木造１戸建タイプ（20 戸）とＲＣ造集合住宅タイプ（180 戸）の併用 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載

してください 

『市復興事業計画』 

取組名：災害公営住宅の整備 

取組内容：東日本大震災により住宅を失い個人で住宅を再建することが困難な被災者に対し安定した生活

を確保してもらうために低廉な家賃で入居できる災害公営住宅を整備し生活再建を支援す

る。 
 

【事業間流用による経費の変更】（令和２年５月 12 日） 

 事業内容の確定に伴い、道路部局に移管される道路の整備について、効果促進事業で実施することとな

ったため、◆Ｄ-4-1-3 災害公営住宅整備事業（効果促進事業）（久之浜）へ 71,812 千円（国費：62,835 千

円）を流用。これにより、交付対象事業費は 3,383,010 千円（国費：2,960,133 千円）に減額。 

※流用後等の交付対象事業費 3,383,010 千円（国費 2,960,133 千円）には、国庫返還相当分事業費 6,733

千円（国費 5,891 千円）を含む。 

 
【事業間流用による経費の変更】（平成 28 年 11 月 17 日） 

残事業費を既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-17-14 豊間被災市街

地復興土地区画整理事業へ 1,274,800 千円（国費：H24 予算 19,250 千円、H25 予算 1,096,200 千円）を流

用。これにより、流用後交付対象事業費は 4,729,622 千円（国費：4,138,418 千円）から 3,454,822 千円（国

費：3,022,968 千円）に減額。 

 
【事業間流用による経費の変更】（平成 28 年 10 月 13 日） 

残事業費を既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-5-1 災害公営住宅家

賃低廉化事業へ 574,285 千円（国費：H24 予算 502,499 千円）を流用。これにより、流用後交付対象事業費

は 5,303,907 千円（国費：4,640,917 千円）から 4,729,622 千円（国費：4,138,418 千円）に減額。 

 

     事業内容          事業費（千円） 

 道路部局に移管された道路       71,812 

 

当面の事業概要 

＜平成 23 年度＞ 

用地測量 



 

＜平成 24 年度＞ 

 不動産鑑定、用地取得、地質調査、造成工事設計、造成工事、建築工事設計 

＜平成 25 年度＞ 

 建築工事 

東日本大震災の被害との関係 

本市は、平成 23 年 4 月 28 日に｢激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」第 22 条及

び同法施行令第 41 条第 2項の規定により、国土交通大臣から 100 戸以上又は全住宅の１割以上が滅失して

いる市町村である旨を告示されている。 

なお本市においては、東日本大震災により滅失したと解される全壊の建物は、１月 18 日時点で 7,618 棟

となっており、うち久之浜地区については、全壊 796 棟、大規模半壊 216 棟、半壊 414 棟となっている。 

また、現時点で応急仮設住宅などの一時提供住宅に 3,046 世帯が入居しており、うち久之浜地区の被災

者は 656 世帯が入居している状況である。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 


